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はじめに

現在、国が進めている「次世代自動車戦略２０１０」は。「低炭素社会づくり
行動計画」の中で位置付けられており、ＣＯ２排出を抑制する対策の一つとして
電気自動車やプラグイン・ハイブリッド車の普及が推進されています。

この電気自動車の普及に欠かせないのが、電気自動車用の充電設備であり、平
成２４年４月1日に急速充電器の導入を促進するための電気受給契約の特別措置
を設けるなど、国や各自治体では充電インフラの整備を進めているところです。

新築のマンションについては、江東区（東京都）などの一部の自治体で、条例
により充電設備を設置することを指導していたり、デベロッパーによっては電気
自動車のカーシェアリングシステムを付帯設備として充電設備として売り出して
いたりしています。
しかし、既存の分譲マンションでは、どのように充電設備を設置し、運用する

かなど、まだまだ多くの課題があるようです。

電気自動車は、全国で約２万台の普及状況（平成２３年度末時点）となってい
ますが、国の「次世代自動車戦略２０１０」によると、２０２０年には電気自動
車（プラグインハイブリット車含む）の普及率を１５～２０％にする目標が掲げ
られています。したがって、既存のマンションで電気自動車充電設備を設置する
に当たっては、当面は一部の住民だけが電気自動車を利用していることを前提と
して、充電設備の設置や費用負担などについて管理組合での合意形成を図る必要
があります。つまり、電気自動車を利用
しない住民にも納得してもらえるような提案をしなければなりません。
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１既存マンションにおける電気自動車用充電設備の導入

１．充電設備の選択

電気自動車の充電設備は、普通充電器と急速充電器の２種類があり、さらに普
通充電器には、壁掛け用コンセントと充電スタンドタイプなどの種類があります。

（１）普通充電器

電気自動車の充電は１００V電源でも可能ですが、２００V電源で充電する場合
に比べて２倍程度の時間がかかることから、マンションで設置する場合には、通
常、２００Vの普通充電器が設置されます。例えば、三菱自動車のī-MIEV「G」の
場合、満充電時間（全く０の状態から満充電とする場合）は、２００V電源では約
７時間に対し、１００V電源では約２１時間となっています。（平成２４年７月現
在）。 ２００Vの普通充電電器を１～３台設置する程度であれば、マンションの
共用電力にはある程度の余裕があることが多いため、電気容量の見直しを行わな
くても設置できる可能性は高いでしょう。

普通充電器には、壁付けコンセントタイプとスタンドタイプがあり、スタンド
タイプにはコンセントタイプと充電用接続ケーブルが付いているタイプがありま
す。

（２）急速充電器

急速充電器は、非常に短時間での充電が可能です。例えば、三菱自動車のī-
MīEV「G」の場合、約３０分で８０％程度の充電ができます。（５０KW出力の機種
の場合） ただし、急速充電器を設置するには３相２００Vで２０～５０KW程度の
大きな電力が必要となるため、既存マンションの共用電源から利用するには、余
程共用電気容量に余裕がないと設置することは困難でした。
しかし、平成２４年４月より、電気事業法の特別措置として、急速充電器専用

の電気契約を別途に結び、充電器専用の受電ができることになりました。そのた
め、既存マンションにおいても大きな改修工事を行うことなく、急速充電器を設
置することが可能です。
現在、急速充電器は２０KW程度から５０KW出力のものまで、様々な出力の機種

が販売されています。

急速充電設備
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２ 充電器設備導入に関するメリット・デメリット

普通充電器（２００V）
急速充電器

壁付けコンセント スタンド

主な
メリット

・設置費用が安い
（数千～数万円）

・設置費用が比較的安
い（数万円～数十万円）

・盗電や充電ケーブル
の盗難等に対するセ
キュリティ確保が容易

・ 充 電 時 間が 短く
（約３０分）、多く
の居住者で利用しや
すい。

主な
デメリット

・充電時間が長い
（約７時間）
・設だけ置場所に充電ケー
ブルの盗難等に対するセ
キュリティ面の概念
・充電ケーブルの出し入れ
が必要

・充電時間が長い
（約7時間）
・コンセントタイプで
は、充電ケーブルの出
し入れが必要

・設置費用が高い
（百万円以上）

３ 充電設備の設置・運用に関する費用負担

充電設備を設置し、運用するに当っては、その費用を誰がどのように負担する
かを決めなければなりません。

（１）充電設備に要する費用の負担
充電設備の設置に要する費用については、居住者全員が負担する方法と、充

電設備を利用する受益者だけで負担する方法の２種類があります。受益者だけ
で負担するやり方が居住者の合意は得られやすいと思いますが、設置工事の際
に費用を充電設備の利用希望者に支払わせることにすると、利用希望者の負担
が大きくなり、また、設置後新たに利用希望者が現れた場合に、改めて費用負
担の取扱いを調整する必要があります。

（２）充電設備の運用に要する費用の負担
充電設備の運用については、大きく分けて、電気料金と管理費用の２つがあ

ります。
①電力量単位での従量課金：使用した電力量に応じて、「１Kwｈ：〇円」とい
った課金をする方法です。受益と負担の関係が明確ですが、計量法に基づく
検定に合格した電力量計を使用しなければならないことや、電力量の検針を
管理組合等で実施する必要があること、利用者ごとに料金が異なるため料金
徴収が煩雑であることなどのデメリットがあります。

②充電時間又は充電回数での従量課金：充電時間に応じて「１分：〇円」と課
金したり、充電回数に応じて「１回：〇円」と課金したりする方法です。受
益と負担の関係はある度 明確ですが、利用者毎に料金が異なるため料金徴
収が煩雑であることなどのデメリットがあります。
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４充電設備の利用方法

充電設備の利用方法についても、以下のような様々な方法があります。

①充電設備を専用とする方法：電気自動車を所有する居住者が専用使用する駐
車場に、充電設備を設置する方法です。その駐車場を使う人は、常に充電する
ことが可能であるというメリットがあります。

②充電設備を共用とする方法：空いている駐車場に共用の充電設備を設置し、
一定のルールもとで電気自動車の所有者がその充電設備を利用する方法です。
マンションに空いている駐車場が多く存在する原状を踏まえると、空き駐車

場の有効活用につながるメリットがあります。ただし、普通充電器では充電に
時間を要するため利用可能人数には限界（一般的に使用頻度を考慮すると２人
以下）があるため、急速充電器の使用が適していると考えられます。

③電器自動車カーシェアリング：電気自動車を居住者の共用として、その駐車
場に充電設を設置する方法です。
一般的に、運用のためには専用のシステムが必要となるほか、費用負担の方

法についても様々な方法が考えられるため、合意形成には時間を要することが
予想されます。

充電設備を専用と
する方法

充電設備を共用と
する方法

カーシェアリング

主な
メリット

利用者は、好きな時に
いつでも充電できる

・空き駐車場を活用できる。

・急速充電器の場合、新たに利
用希望者が現れた場合でも対
応が可能

・空き駐車場を活用できる。

・居住者の自動車保有コスト
を軽減できる。

主な
デメリット

後日、新たに利用希望
者が現れた場合、設備
を追加しなければなら
ない。

・急速充電器の場合、設置費
用が高額。

・普通充電器の場合、２人での
共用が限界であるため、後日、
新たに利用希望者が現れた場
合、設備を追加しなければなら
ない可能性がある。

・普通充電器では、共用する利
用者間での使用時間のルール
が必要。

・運用するために予約システ
ム等が必要となるため、費
用負担が大きくなる

・既に自動車を所有している
居住者は賛成しない可能性
ある。

・自由に電気自動車を利
用できない。

5



５ 充電設備設置までの流れ
充電設備の設置に当たっては、設備に関する総会決議や、費用負担の取り決めが不
可欠です。進め方の一例を示します。

・電気自動車の普及増加に備え、組合員及び住民の要望に応える
・カーシェアリング等の活用として捉えた有効利用の検討する
・外部利用者を取組むことで、管理組合の収入・収益増加を図る

１. 組合員及び居住者の方が管理組合（理事会）に相談。

２. 管理組合（理事会）は自らの契約電力、消費電力の傾向を検討
した上で、電力供給の契約の変更を伴うかどうか等について、電
気工事事業者経由で電力会社に相談。

・理事会の合意に基づき、専門業者へ相談・依頼する

・原状の契約電力、消費電力量の把握、充電機器設備の導入が可能
状況を調査・報告を受ける

・さらに、高圧受電の電気料金見直し、電気料金の削減に向けた見
直しの検討する

３. 管理組合（理事会）は、どこに、どのような充電設備を設置
するか検討し、電気工事会社に設置工事費の見積り等依頼。

・理事会でどこに、どのような充電設備の設置の方針を決議し、電
気工事業者の選択を実施し、複数社へ見積り依頼する
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４. 管理組合（理事会）は充電設備設置工事及び設置に伴う規約等
について、総会に議案として提出

・理事会で、充電機器設備設置に伴う規約等の改正及び見直しの検討し、
改正及び見直しに関する修正案及び見直し案の検討する

・改正及び見直しの改定案について総会へ議題として上程する
・通常総会又は臨時総会に向けた、開催通知及び議案書案の作成する
・組合員へ通常総会又は臨時総会の開催通知の発送をする

５. 総会にて可決承認された時は、充電設備の設置工事を行う。

・充電機器設備設置の総会議決については国土交通省公表の「マンショ
ン標準管理規約及び同コメント」によれば「普通決議」で可決する解
釈です。

・同上の充電設備設置に伴うことで、管理規約の変更が必要とされる場
合には総会特別決議（３/４）が必要とされます。

６ 事業別充電設備と設置基数の目安

事業 急速充電設備 普通充電設備 充電用コンセント
充電用コンセン

トスタンド

１.商業施設及び
宿泊施設等への
充電設備設置事
業

１基
注１

駐車場収容台数に
よる
注２

同左
注３

同左

２．マンション及
び事務所等への
受電設備設置事
業

１基
注１

マンション等に付
属する駐車場及び
事務所等の当該駐
車場収容台数によ
る
注４

同左
注５

同左

注１ ２．商業施設及び宿泊施設等への充電設備設置事業、３．マンション及び事務所等への充電
設備設置事業において、急速充電設備を選択した場合は、それ以外の充電設備を選択できない。 7



注２ ２．商業施設及び宿泊施設等への、設置できる普通充電設備、充電用コンセントスタン
ド、充電用コンセントの数の目安は駐車場収容台数の規模別に以下の通りである。ただし、混
合設置の場合は合算値とする。
１～３３３台：1基、３３４～５５５台：２基、５５６～７７７台：３基、７７８～９９９台：
４基、１，０００～１，２２２台：５基、１，４４５～１，６６６台：７基
注３ 機械式駐車場に設置する場合にも当該機種を認めるが、目安の基準は注２に準じる。
注４ マンション等に付属する駐車場及び事務所等における従業員駐車場又は社有駐車場は収
容台数の１．５％以内、または１０基のいずれか低い方とする。
注５ 機械式駐車場に設置する場合にも当該機種を認めるが、目安の基準は注４に準じる。

７ 充電設備施工モデルケース

① 電源電気容量の確保
まず、既存マンションの充電設備の選定と電源電気容量の確保の検討を行い

ます。
フローチャートに従い、電源の確保が決定しましたら、次に配線・設置位置

等の施工計画を立てます。

電気自動車用充電器設備と電源検討のフローチャート

普通充電と急速充電の検討

普通充電器の設置
急速充電器の設置

２００V充電器３台設置 共用電源の利用 特例措置の利用

共用設備分電盤の電気容量は十分か ？

引込開閉器盤の電気容量は十分か ？

電力会社と協議(変圧器取替など。)

共用電力の容量UP検討

特例要件OK

工事設計・施工

OK

NO
OK

OK
NO

NO
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②電源の設備工事の検討

電源の設備工事は、以下の事項を竣工図（新規に作成）に反映して工事を進め
ることとなります。
１）コンセントボックス又は充電スタンドの設置位置を確定
２）配線および電線管の選定
３）配線および電線管の選定
４）施工方法の検討確定（土被りの確保）
５）D種接地工事（既存盤接地端子より引込でも可。）
６）その他、個別条件の検討および確定

なお、電源工事は電気工事業法に従い施工し、施工後は回路の絶縁抵抗及
び接地抵抗を測定して、工事報告書等に記録を残すよう徹底してください。

８ 充電設備の設置工事と費用

既存マンションで電気自動車充電設備を設置するに当っては、まず急速充電器
設備とするか普通設備とするかを決める必要があります。急速充電設備について
は、「電気自動車専用急速充電器の同一敷地内複数契約を可能とする特別措置」
を利用する場合と既存電気容量の余剰範囲でできる場合、又は全体幹線引替え工
事に合わせて容量をアップする場合などが考えられます。
また、普通充電設備とする場合でも、電気容量の把握を行い、充電設備の選定

と電気容量の確保の検討を行います。電気の増契約が必要な場合は、変圧器の取
り替え、幹線の引替えなどの工事が必要となる場合があります。
また、電気室などから充電設備の設置位置までの距離や、その経路によっては、

配線・配管を露出とするか、埋設とするかを考える必要があり、それにより工事
費用も変わってきます。
こうした諸条件により工事費用は変動しますが、以下のモデルケースについて

工事費用を試算した結果を示します

モデルケース① モデルケース② モデルケース③

電源 単相２００V 単相２００V 三相２００V

充電設備 壁付けコンセント
建物から離れたスタン

ド
特別区画での急速充

電器

設置台数 3台 3台 1台

配線・配管方法 露出 埋設 近隣電柱等

配線・配管距離 約２５ｍ 約６０ｍ ―

工事費用 約５０万円 約３４０万円 約２９１万円
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１モデルケースに基づく概算工事費用について

モデルケース①：建物壁付けコンセント設置の場合

・コンセントボックス（壁付型・補助金込） ３個 ＠５万円 １５万円
・配線遮断器ほか電材及び雑材消耗品 １式 １２万円
・コンセントボックス据付工事 １式 ８万円
・配線配管ほか関連工事 １式 ８万円
・試験検査 １式 ２万円
・諸経費 １式 ５万円

合計 ￥５０万円

モデルケース②：建物から離れた自立スタンドの場合
・コンセントボックス（自立型・補助金込） ３個 ＠２０万円 ６０万円
・電材及び雑材消耗品 １式 １５万円
・コンセントボックス据付工事 １式 ２０万円
・配管配線ほか関連工事 １式 ２００万円
・電力会社申請 １式 ５万円
・試験検査 １式 ２万円
・諸経費 １式 ３８万円

合計 ￥３４０万円

モデルケース③：特例区画を設け急速充電器を設置する場合
・急速充電器（補助金込） １台 ＠９０万円 ９０万円
・急速充電器据付工事 １式 ２０万円
・引込動力盤（壁掛型） １式 ２５万円
・配管配線ほか関連工事 １式 １０２万円
・電力会社申請 １式 ５万円
・試験検査 １式 ４万円
・諸経費 １式 ４５万円

合計 ￥２９１万円

注記）急速充電器を複数台設置するなどして、電力契約が５０KW以上となる場合は、高圧自家用契約となり、
高圧受電設備の設置や主任技術者の選任が必要となります。
高圧受電設備をキューピクル（１００KW）で施行した場合の相場は３００～４００万円と言われてい
ます。
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９ 電気自動車の補助制度について

国内では、経済産業省が推進している「クリーンエネルギー自動車等導入促
進対策補助金」の交付事業に基づき、補助対象車両（電気自動車）とベース（同
仕様程のガソリン車）との価格差の１/２、またはベース車兩のいずれか小さい方
が補助金として電気自動車の購入者に支給されます。平成２３年度からは、この
補助金に上限が設けられ、同年度以降の補助金の交付上限額は１００万円となっ
ています。

１０ 平成29年度 補助対象充電設備型式一覧表

メーカー名

区分

形式 出力 仕様

補助金交付
上限額補助
率 １/２
（千円）

補 助 金
交 付 上
限 額 補
助 率
２ / ３
（ 千
円）

センターが
承認した本
体 価 格
（円）*

種別

高機能

課金

運 用 費
低現機能

パナソ
ニック

普通充電
設備

〇 DNC321PK 4KW 単 ９０ 180,000

〇 DNM321PS 4KW 単 １２５ 250,000

〇 DBNAS3000K 4KW 単 ５００ 1,000,000

〇 DBNAS3200K 4KW 単 ５００ 1,000,000

■普通充電設備

メーカー
名

区分

形式
出力 仕様

補助金交付
上限額補助
率 １/２
（千円）

補助金交
付上限額
補 助 率
２ / ３
（千円）

センターが
承認した本
体 価 格
（円）*

種別

高機能

課金
運用費
低現機
能

東光高岳
５０㎾以
上１００
㎾

〇
HFRI-５０B
４-A１

５０
KW

三 1,400 2,800,000

〇
HFRI-５０B
４-A２

５０
KW

三 1,350 2,700,000

〇
HFRI-５０B
４-A３

５０
KW

三 1,450 2,900,000

〇
HFRI-５０B
４-A０L

５０
KW

三 1,300 2,600,000

■急速充電設備
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メーカー名 型式
三相
単相

区分 仕様
補助金交付
上限額補助率
１/２（千円）

センターが承
認した本体価
格（円）

ニチコン NQC-E1 単

認証課金 フェリカ等カード式 ３４０ 680,500

接続可能な充電
設備

ニ
チ
コ
ン

ＮＱＣ-A202,ＮＱＣ-Ａ２０２-Ｓ，ＮＱＣ-Ａ２０２-Ｃ

ＮＱＣ-A３02,ＮＱＣ-Ａ３０２-Ｓ，ＮＱＣ-Ａ３０２-Ｃ

東光高岳 ＫＫ－Ｓ

認証課金 フェリカ等カード式 ５００ 1,000,000

接続可能な充電
設備

東
光
高
岳

ＨＦＲ１-５０Ｂ３，ＨＦＲ１-４０Ｂ３，ＨＦＲ１-３０Ｂ
３

ＨＦＲ１-５０Ｂ４，ＨＦＲ１-４０Ｂ４，ＨＦＲ１-３０Ｂ
４、ＨＦＲ１-３０Ｂ４Ｓ

■課金装置

１１ まとめ

電気自動車用受電設備の設置に当たっては、設備の種類、費用負担の方法、利用
方法など、様々な選択肢があります。特に急速充電設備に関しては、特例措置が始
まり補助制度もあることから、その選択肢にも広がりが出てきました。
本マニュアルでは、こうした選択肢の中から、技術的には比較的容易に充電設備

を導入できる事例として、以下の方法を提案しました。

■充電設備の利用者が、月々の駐車料金として定額を負担。
普通充電設備は、共用電源の電力容量の範囲で、駐車場３台分にそれぞれ専門
のものを１台ずつ設置

■急速充電設備は、特別措置を利用した別契約による共用のものを1台設置

これにより、普通充電設備の場合では、電気自動車の利用者（充電設備が設置され
た駐車場の契約者）から、月々数千円から１万円程度を駐車料金として多く徴収す
ることで、充電設備の導入をすることが可能であることが解りました。
また、特別措置を利用した急速受電器の設置については、ハード的な面での問題

はクリアし易くなりましたが、受益者負担として利用者に全てを負担させる場合に
は、３台分での共有では、月々２万円近くの額を徴収する必要があることが分かり
ました。
充電設備を使用する台数が多くなれば１台あたりの負担額は少なくなることが見

込みますが、使用者が増えるまでの間、管理組合としての考え方（基本料金と電気
使用料をすべて利用者に負担させるのか、マンションの資産価値向上の観点も踏ま
え、設置場所や電気料金の基本料などを管理組合も負担する方法をとるか）の検討
も必要と思われます。
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